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貸借対照表 

（平成 28 年３月 31 日現在） 

       (単位：千円) 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（資産の部） 

 流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

関係会社預け金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

仕 掛 品 

材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

     

固 定 資 産 

  有形固定資産     

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

リ ー ス 資 産 

  無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

長期繰延税金資産 

その他の投資等 

1,041,277

6,908

267,789

   900

521,144

140,358

1,665

7,738

2,580

92,189

416,080

     139,490

        11,453

           0

11,821

116,216

48,759

        48,250

        508 

227,830

          295

          100

        41,210

175,244

10,459

520

（負債の部） 

 流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

前 受 金 

預 り 金 

役員賞与引当金 

工事損失引当金 

         

固 定 負 債 

リ ー ス 債 務 

退職給付引当金 

長 期 未 払 金 

 

      583,294

     144,946

 41,177

50,469

      282,492

44,486

5,231

6,660

7,829

321,127

129,912

      177,855

      13,360

負 債 合 計       904,422

 

（純資産の部） 

 株 主 資 本 

 資 本 金 

利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

    その他利益剰余金 

      繰越利益剰余金 

  

 

 

 

 

552,935

  100,000

      452,935

25,000

427,935

427,935

 

純 資 産 合 計 552,935

資 産 合 計      1,457,357 負債及び純資産合計      1,457,357

（注）１．記載金額は、千円未満切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
新明和ソフトテクノロジ株式会社 

2

 

損益計算書 

（平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日まで） 

 (単位：千円)  

科   目 金    額 

  売 上 高 

  売 上 原 価 

          売 上 総 利 益 

  販売費及び一般管理費 

         444 

         441 

2,642,606 

2,231,329 

411,276 

319,360 

     営  業  利  益 

 

  営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金 

   雑 収 益 

91,915 

885 

      - 

  営 業 外 費 用 

 

 経   常   利   益 

 

特 別 利 益 

固定資産売却益  4 

92,801 

4 

97 

特 別 損 失  

      固定資産処分損                  97 

税 引 前 当 期 純 利 益  

法人税、住民税及び事業税  

法 人 税 等 調 整 額  

             49,336 

           △17,809 

92,709 

31,527 

当 期 純 利 益  61,182 

（注）１．記載金額は、千円未満切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

  １．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券 

     時価のないもの・・・移動平均法に基づく原価法 

  （２）たな卸資産・・・主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定） 

   

  ２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く）・・・定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用

可能期間(おおむね 5 年)に基づく定額法、市場販売目的のソフトウ

ェアについては見込販売数量による償却方法と見込販売期間（3 年

以内）の均等配分額を比較し、いずれか大きい額を償却する方法に

よっております。 

 （３）リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

  ３．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 （２）役員賞与引当金 

    役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。 

 （３）工事損失引当金 

    受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事のうち、損失の発

生が確実であり、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、そ

の損失見込額を計上しております。 

 （４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13

年)による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(13 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については、

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。 

 

 ５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に

係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産に対する減価償却累計額 273,936 千円 

 

  ２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(関係会社預け金を除く) 

    短期金銭債権                   443,204 千円     

     短期金銭債務                   37,320 千円       

 

 ３．関係会社預け金は、新明和グループＣＭＳ余剰資金運用制度により新明和工業㈱へ資

金を預託しているものであります。 

 

（損益計算書に関する注記） 

    関係会社との取引高 

     営業取引による取引高 

    売上高                       2,223,905 千円 

    仕入高                              97 千円 

      営業取引以外の取引高            72,375 千円 

  

             以上 


